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第5回原産年次大会総括プログラム

　　　　　〔全セッション日英同時通訳〕

3月22日　　（水） 3　．月　2　3　日　　　（　木　）

開　会　総　会　　（　9　：　20～三　2　：20　） シンポジウム（9：00～12：45）

9：20　開会挨拶 「原子力発電と安全性」

午 大会準備経過報告 9：00～講演と発表

9：40　原子力委員長挨拶 意見交換

10：00　原産報告

10：40　講演一アメリカにおける原子力発電の環境
晶目哩

とパブリック・アクセプタンスの問題

11：30　講演一ウラン濃縮の現状とその対策および

問題点

午さん会（12：30～14：10） 特別講演（13：30～18：00）

〈12階一ダイアモンド。ルーム〉 「環境とエネルギー」

午
13：40　特別講演 13：30　原子力と環境

内外講演（M120～18：00） 14：00　環境からみた原子力エネルギー

14：20　款時代における日本塵業の進路 1嘆：50　イギリスにおける環境と原子力

14：50　フランスの重水炉開発 15：5◎　原子力発電所の集中地域周辺におげる環境

15：40　原子力船実溺化の見通し 放射能対策
後
16：20　フランスにおけるウラン濃縮の最：近の傾向 16：40　原子力発電開発の環境への影響

17：10　ウラン濃縮問題とアメリカ原子力産業会議

の活動
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特別講演　　　放射性廃棄物管理と環境保全
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　　　　　　J．W．　Landis

議　長　　 前　田　七之進
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原子力発電所の集中地域周辺における環境放射能対策

　　　　　　W．　Schwarzer　　氏

議　長　　　松　　根　　宗　　一　　氏

　原子力発電開発の環境への影響

　　　　　　Y．F．　Ghernilin　氏

意見の補足・とりまとめ

（西ドイソ原子力安全研究協会環境都長）

（日本原子力産業会議　副会長）

（王AEA　副事務総長．）
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             Report on Pi'eparatioR for the ConfereRce
                             T. Kawachi (ChalrmaR, Prepa-
                              ratory Committee)

       9:40 RemarksbyAECChairman
                             S. Kiuchi (ChairmaR, AEC)

       10:OO JAIF Report on the State ofNuclear Industry
                             S. Hashlmoto (Senior Managing
                              Director, JAI F )

       10:40 U.S. Experience in Envi℃onmental and Public Ac-
              ceptaRce Aspects of Nuclear Power
                             W.O. Doub (CommissioRer,
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       11:30 Present Situation in Ux'anium Enrichment, and its
              Questions and Measures
                             T. Ipponmatsu (Chairman, Japan
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                                Heavy Industries)

        14:50 Pressure-Tube Water Reacto℃s, an Alternative for
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                Institute of Radiological Sciences)
               S. Tamiya (Depttty Director General, Atomic Eneygy
                Bureau, ScieRce & Technology Agency)
               C. ¥abe (Mayor, Tsuruga City)
               F. Wada (Chief Engineer, Public Utility Industry
                Bureau, MiRistry of In{ernatloRal Trade and Industry)
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American
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        14:50 The Environment and Nuclear Power in the U.K.
                               F.R. Farmer (Safety & Reliability
                                DirectoT'ate, VKAEA, U.K.)
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                                vising Societles, F.R. Germany)
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                ment Y.F. Chernilin (Deputy Director
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        17:20 Summingup
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原　　産　　報　　告

日本原子力産業会議

代表常任理事　橋　本　清之助

　わが国経済は激動期にある。とくに最近の日本国内における公害、環境問題の発生などによって、

これまでの高度経済成長政策が反省され、日本経済は生活環境や住宅など社会開発にウェイト

を置いた質的な面での転換が求められている。産業がこうした要求に応えて行くためには、その構

造は・これまでの資源、エネルギー多消費型から知識集約産業型へ移行しなければならない。

　このような日本経済の転換期において、第5回原産年次大会を「環境とエネルギー問題」を基調

として開催することは意義のあることと考える。

　アメリカやヨーロッパにおいては原子力発電所周辺の環境聞顯がしばしぽ取上げられており、こ

れが次第に日本の原子力発電開発にも影響を及ぼしつつある。

　日本の原子力発電所の立地条件は欧米の内陸立地とは異なり、厳しい安全基準により放射能や熱

影響などが管理されてはいるが、最近の一殴公害闘題に対する関心の高まりとも関連して、原子力

もまた難しい環境問魎に直面しつつあることは事実である。原子力発電立地は、わが困の今後のエ

ネルギー需要を考えるとき、欠くことのできないものである。その円滑な確保をはかるためには、

原子力発電の有する特長一すなわち，環境に及ぼす影響が少なく、かっこれを十分に管理しうると

いうことが、広く理解され、エネルギー供給と環境保全の両立にとって、原子力がきわめて大きく

貢献しうることが広く認識されなければならない。こうした理解と認識を高める意味からも、原子

力産業界としても安全性追求への一層の努力が必要である。

　原子力発電開発の進展に伴って放射性廃棄物の増大が予想されるので、政府にあっては早急に最：

終処分の長期的方針を決定しなければならない。しかし、放射性廃棄物の問題は究極的には国際的コンセ

ンサスに基づく解決が必要となろう。こうした閥題については本年6月、ストックホルムで開催さ

れる国連主催の「人間環境会議」などを契機として、国際的に広く、深く検討されることが望歯

れる。原産では、昨年8月以来、核分裂生成物など総合対策懇談会を設置し、廃棄物の積極的活用・

安全的貯蔵、管理のほかこれを減少1させることの検討を進めている。

　環境問題に加えて、わが国の原子力開発の前途にはまだ数多くの問題がある・ウラン資源の安定

供給確保はその一つである。咋年のOPECの原油値上げ攻勢にあおられたわが圏は・ドルショッ

1



ク後の先進国通貨調整による損害補唄を求めたOPECの再値上げに直面、一方、国際石油資本は

このところ石炭、石油、ウラン等とエネルギー供給を独占する高麗にある。このようなことから海

外ウラン資源の確保がますます望まれる。

　電力会社を中心に進めていたカナダおよびアメリカにおける共同探鉱開発の例をみても、探鉱開

発は非常に大きなリスクを伴うものであり、したがって、産業界独自のこうした努力にはおのずか

ら限界がある。政府か海外ウラン開発に成功払融資制度の創設を認めたことはきわめて当を得た措

置といえよう。海外資源開発にあたっては、相手圏との共存共栄を考えた新しい国際協調関係に基

づく推進が肝要である。この面で、政府、産業界が一体となった積極的な外交、経済政策の展開が

望まれる。

　核燃料問題で強い関心を集めているものの一つにウラン濃縮三面がある。現在、濃縮ウランの供

給はアメリカによってなされており、今後も当分の間、アメリカに依存しなけれぽならないだろう。

しかし周知のとおりそのアメリカの有する濃縮能力には限界がある。アメリカではカスケード改良

などによって現有の3濃縮工場の能力を拡張する計画が進められているが、これが実現されたとし

ても1980年頃には国内外の需要に応じ切れなくなり、世界のどこかに新しい数基の濃縮工場が必

要になろう。

　こうした事情に対処するため，すでにヨーロッパでは英、独、蘭の遠心分離法による共同濃縮事

業が進められている。一方、昨年、アメリカとフランスがそれぞれガス拡散技術供与を前提に多困

聞事業構想を提案し、大きな注目を集めた。わが国では、これら国際共同濃縮事業への参加につい

ての方針を決定するため、原子力委員会に国際濃縮懇談会が設置されたほか、政府と協力してウラ

ン濃縮事業に関する総合的な調査検：討を行なうため、民問にはウラン濃縮事情調査会が設置された。

しかし、ウラン濃縮をめぐる国際情勢は流動的であり、わが国としても濃縮ウランの長期安定確保

をはかるるため、自からの手によるウラン濃縮技術の研究胴発にウエイトを置く必要がある。

また、核拡散防止条約の批准論題は、国際保障措置とも合せて．盗心な課題である。ウラン濃縮聞

題に関する限りこれは前向きに取組むべきであろう。

　新型炉開発では動燃事業団がATRとFBR開発を、ナショナル・プロジェクトとして進めてい

るが、ATRの原型炉建設につづき、さらにFBRの国際競争が高まってきたことからもわが国の

FBR原型炉開発のスピードアップが望まれる。

　原子力船については、今年6月、わが困の第1丁目むつ」の臓装工事が完成する。第2船以降に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ついては、現在、三目で原子力コンテナー船の共同研究が進められている。また多目的利用について

は原研を中心に鉄鋼など関係業界の支持をえて検討が進められている。

　原子力産業の健全なる成長のためには過去の安全性に対する良き基礎の上に一層の自覚と自戒と

をこめて広く一般大衆からも支持されるような安全性の追究に一層の努力をはらうことによって、

田熊の理解を得ることか肝要である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一2一
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                   gU.S. EXPERIENCE IN ENVIRONMENTAL AND
PUBLIC ACCEPTAINCE ASPECTS OF NUCLEAR IPOWER

WMiam O. Doub
Commlssioner
U.S. Atomic ERergy Commission
Ue S･ A･

    The effect of enviroRmelttal factors and the problem of public
acceptance of Ruclear power is importaRt to industrial nations.

Energy growth must be made compatlble with environmen'£al needs.

    The evolution of enviroRmental controversles related to nuclea℃
power in the U.S. is reviewed in terms of(1) radioactive effluents,
(2) plant safety, (3) management of high-level waste, (4) the safe-
guarding of nuclear materlals, and(5) thermal e.ffects. The matter
of concern over low-dose radiation is discussed and the possible
i7esolution of the controversy over tt explained. Nuclear safety
and the posstbility of accidents are reviewed from the perspective
of public fea℃s, the probability of Iarge-scale accidents aRd the
concept of rlsk-beAefit. There is a review of the U.S. AEC's
concep£ o£ reactor safety through a ''defense-in-depth'' app]roach
with emphasis on superior quality in design, coRstruction and

ope℃ation as a major means of achieving safety. Emergency core
cooling systems for }ight water reactors aire covered wlth refei'ence
to a regulatory rule maklng procedure examining Rew cz'iteria to be
applled to it. The subject of the U.S. program of high-level waste
managemeRt has received much attention. Disposal in bedded salt
deposits is a method looked upon favorably but presenting some
problems to be solved. Alternatives to this method are discussed.

    Thermal effects and the question of plant siting receive
thorough consideratlon. Technological solutions such as coo}ing
towers and ponds are increasingly being used. Long-term solutioi}s
to thermal problems wM rely heavily on minimizing adve℃se effects
through proper siting. Tlte concepts of nuclear parks and ocean-
stationed plaltts are discussed.

    The effects of the National Environmental Policy Act and the
Calvert Cliffs couyt decision on regulation and licensing of nuclear
plants in the U.S. are covered in some detaA. The new environ-
mental and ℃egulatory demands resulting from the act and court
ruling a℃e yeviewed. They include the pireparation of comprehen-
sive environmental reports and benefit-cost analyses.

    The commitment of the U.S. to build a derrionstration Liguld

Metal Fast Breeder Reactor plant ls discussed. Envi℃onmental
review requ13rements related to the plant are mentioned, as are the
enviroRmental advantages of the plant.

    The paper concludes with the bellef that the nuclear age will

demand a new level o£ technological exceilence.
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アメリカにおける原子力発電の環境と

パブリック・アクセプタンスの問題

　　　　　　　　　　　　　　　　　　アメリカ原子力委員会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　委員　W．0。Doub

　原子力発電が環境に与える影響とパブリック・アクセプタンスの間頚は、工業国にとって重要な

問題である。エネルギーの伸長は、環境上の要求事項と調和したものでなければならない。

　アメリカで原子力発電に関し展開されている環境問題を、（1倣射性放出物、②発電所の安全性、

（3）高レベル廃棄物の管理、（4＞核物質の安全保障、15）熱影響、の5項目に分けて論じる。低レベル放

射線の問題点について論じ、これに関する論争の解決策を述べる。原子力の安全性および事故発生

の可能性を、公衆の懸念、大事故発生の確立およびリスク対ベネフィットの観点から論じるρまた

原子炉安全性について、安全性確保の主たる方策である設計、建設、運転中の品質保全を重点とす

るAECの「多層防御（defense　in　depth）」の概念について論じる。軽水炉の緊急炉心冷却系

についても、新しい基準についての規則作成手順と関連して述べる。高レベル廃棄物の管理に関す

るアメリカの計画は大きな関心を呼んでいる。岩塩鉱床へ貯蔵する方法は有力な方法ではあるが、

解決すべき問題点もある。他の方法についても論じることとする。

　温排水と発電所立地の問題には十分な検討が加えられている。冷却塔や冷却池のような技術的解

決策の採用が増大している。長期的にみた排熱問愚の解決策としては、立地の適切化によって有害

な影響を最小にすることが最も必要である。原子力パーク、海上発電所の概念についても論じる。

　国家環境政策法およびカルバート・クリフス発電所の判決が、アメリカの原子力施設に与えた影

響についてはやや詳糊に述べる。この法律と判決から新たに生じた環境面ならびに法制面での必要

事項について論じる。この中には総合的環境報告書の作成、ベネフィット対コスト分析の問題も入

る。

　液体金属高速増殖実証炉のアメリカにおける建設契約について論じる。この炉の環境闘題、環

境上の利点について述べる。

　原子力時代は新たな水準の鼓術的卓越性を要求するだろうというのが論文の結論である。
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PRESSURE-TUBE WATER REACTORS,
AN AL[l]ERNATIVE FOR FUTURE

R. Naudet

Deputy Head,
Dept. of Reactor Physics and Applied Mathematics;
Coordlnatex' of the Heavy Water Reactor
Commissariat Na 1'Energie Atomique
France

   Nearly two hundred large poweir reactors are presently built, being
built, or ordered all over the world. Water technology has nowadays a
trernendous advance. Water reactors still have surely a promising future.

   Does it mean that future reactors wil} always be of exactly the same type?
Differeltt ways can be coltsidered for water-cooling; one is based oR
pressure-tubes, according to a now proven technology.

   P℃essure-tubes show advantages f℃om the standpoint of construction
(simp}er for very large units, due to modular character) of safety (no large

containe℃ uRder pressure subject to rupture, emeTgeRcy cooltng in the ch&'n-
nel inside the fuel itself) and of operation (individual monitoiring, easy
access to the core; for example a failed fuel is readily detected aRd unloaded,
hence Iess pol}ution).

   Besides, pressure-tubes Iead to a better fikel cycle: Easy access to the
core results in a more refined fiiel management; oR-power refuelliRg is even
possible, and it also lmproves form factors and reactor availability. On the
other hand, light water can be reduced to the amouiit just required for he&t
transfer (particulairly low IR case of boding), and the addltional moderation
can be secured outside the chaRnel by a non-absorbing material, for instance
heavy water; iR this regard, the advaRtages of this moderator are iraportant
and well kRown.

   This 2reacto℃ type `has been developed tn Canada, U.K., ltaly and japan.
From recent evaluations in France, it seems that lnteresting economic per-
formances mighr be achieved, within the water techraology preselttly devel-
oped. The NSSS is slmple because of direct cyc}e. On-power refuelling
is relatlvely easy, because the fuel remains in ordinary wa£er from the chan-
nel to the pool. The use of heavy water, which is conflned, cool altd without

p℃essure, does not involve particulair t!roubles. The void coefficieAt, al--
tbough positive, can be made low enough to allow & conventioRal control wlth-
out undue effects on safety.

   }Ieavy wate3r iRvestment can be brought down to about $13/kWe, or O.23
mill!kWh; meanwhile fuel cycle is greatly lmproved, as compared to present

water reactors: a low enrichment is required (£or iRstance 1.5% for 20,OOO
MWD/T ), and fuel cost is of the order of 1.1 milYkWh, instead of 1.8 on
the same economic g3rouRds. The uranium coRsumptlon per'kWh is divided
by a factor 1.7, and the number of units of separative work by 3.5. Plu'to-
nium recycling mal<es possible to save even more uranium and separative
work, since re£uelling requl℃es only natural uranixtm.

   As far as £he iRcreasing needs for uranium and enricltment capacities
mlght result in aR increase of costs, these £eatuires aTe perhaps not to be
neglected.
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原子力船実用化の見通し
　　　日独共同研究の成果から一

　　　　　　　　　　　　　　　　　日　立造船醸

　　　　　　　　　　　　　　　　　常務取締役　木　下　昌　雄

　最近の海運情勢の進展に応じて、原子力船の早期実用化の必要性が高まっていることは、すでに

幾度か指摘されているところであり、わが国においては原子力委員会の策定した計画に基づいて困

産舶用炉の開発が進められているが、昭和45年末より1年余りにわたって日独両国の関係有志の

共同作業によって原子力コンテナ船の評価研究が実施され、このたび最終的な結果をまとめるに至

ったので、この機会にその概要を報告し今後の原子力船実用化を考察する上の参考に資したい。

　今藪検討の対象として取上げたのは、極東・欧州航路に配船される8万馬力フルコンテナ船で、

日独双方ともそれぞれ現有の在来型船をベースとして、これを原子力化した場合を設計し両者の経

済性を比較検討した。　〔表1〕に日独の各船の主要目を示す。経済性比較の便宜上から、日本側で

は在来船と原子力船とでコンテナ搭載数を岡一とすることにし、原子力船において原子炉搭載のた

め全長を7mのばしているのに対し、ドイツ側ではパナマ運河の制約をうけて長さをのばすことが

できないため、搭載コンテナ数を減少している。原子炉としては日独双方とも西独で開発された

EFDR－80を搭載し、格納容器としては船体構造を兼用した圧力抑制方式を採用した。原子炉

室は三重底および耐衝突構造によって防護されているQ　〔図1〕は船体部一般配置を、　〔麹2〕は

原子炉室周辺の断面を示す。設計にあたり、船体部については、日本側はJG，NKの規準に則り

ドイツ側はGG，GL，のルールにしたがって行ない、原子炉部分については日独ともにこれら双方

を参照した。

　以上の設計に基づいて船価を求め、経済性の評価を行なったが、見積時点を昭和46年末とし、

1隻のみ建造する場合と，5隻を連続建造する場合とを取上げた。経済性評価の基準としては、日

独双方ともコンテナスロット当りの輸送費を15年間について平均した値を採用した。今回の経済

性の評価はあくまで一定の船型、仕様、航路を前提とした特別の場合についてのものであって、こ

れから直ちに一般的な結論を導くことは困難であるが、綜合的な判断のてがかりとするため、経済

性を左右する主要な費目をパラメータとして変化させた。すなわち、燃科費、船価、保険料、耐用

年数および残存価格等をかえて経済性を検討した。　〔劇3〕に結果の1例を示す。この結果からみ

ると、この程度の大きさのコンテナ船についても、幾つかの重要なコストパラメータの値如何によ

っては、原子力船の経済性は期待しうるものがあることがわかる。在来船と比較した場合、原子力
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船の経済性は原子炉価格と燃料油価格の如何によって大きく左右され、経済的な舶用炉の開発が重

要であることが認められるとともに、原子力船の保険料もまた経済性に大きな影響を与えているこ

とが知られる。連続建造による船価の低減が採算性に与える効果からみて、特に原子力船開発の初

期における財政的施策が有効であることが認められる。

　今回の研究によって得られた大きな収穫の1つは、この研究により今後解決されなけれぽならな

い技術的、法的、政策的問題の幾つかが指摘されたことである。すなわち上記船価保険料の問題の

ほか、燃料交換基地、廃棄物処理システム、定期検査等について今後検討される必要があり、これ

らのうちにはわが国独自で解決することの困難なものもあって国際協力の重要性が改めて認識され

た。

　以上、日独共同研究の成果の戯要を報告するが、原子力船の実用化の見通しを論ずるに参考とな

ることを期待するものである。
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　　コンテナ船
要　 目　比　較　 表

船糠 臼　　　　本 船
一　　西　　　　独 　　　8D

要鼠 凍　r　わ鉛 在　来　船 原子　力船 在　来　船

長さ　（垂総闘） シ’5＝「．｛』）念1覧 245。o瓢 273．0In 273．G【B

帳　　　（型　） 32．2鋤 ろ2．2τ【1 32．24田 32．24田

i瓢幽
£4．01韮旦

ﾛ1。Om

24．Om　　　…

撃戟DOm

i　　　　25．0飢

堰@　・・…
25．Om

P1．0田

1載貨璽量（・〉 26，000t． 28，900し 31，226し ろ4，000t
i・ン・ナ重量（・） 里9，732し 18，7！5t・

24　664t　，

22，600t
i撚　料　油　（・〉 856t 9，340し 750七 10，8ワ2t
脚　　荷　　水　　（G 4，611t 　　一臼g　　　ーレ

5，1喚7t ｝

コンテナ積載数 1，838 工，838 i　2・288 2，354
（20’換算） i
鉛　　倉　　内 1，592 ！7604 1　エ・998 2，020
甲　　額　　上 2皇6 2ろ4 290 334

航　海　速　　力

連観鰻大出力にて 28．55Kts 28．55Kts 28．OKts 28．0猛七s

糊臨シつ一瓢回 27．O　Kも＄ 27．O　K宅s 2？．0筆くts 27．OKt8
非常時速　力　　l　　　　　　l

約7Kt8 冊辱 駒6翫8 一

水密横丁隔壁の数 エ1枚

　
十
9
紋

12綾 10教
総　　纈　　激 駒53，00GT 約51，800T 約52，000T 約52，000字
桑　組　員　数 28人 25人 42人 39人

（その弛11人） （その他21八）

主機動（タービン）

連続最大出力 2墓X　喚0，000SEP 2墓×　喚0，000SHP 2基×　屋Og550S鷺聖 2墓　X塵0，550SHP

X　135rP嶽 ×135rp鵬 X136rp題 ×136rp醗

常　用　出　力 2墓X36，000SHP 2基×　36，000SHP 2轟碁X　35穿000S賢P 2墓X35参000S翌p
X　130rp組 X130rp田 X131r茎）憩 X工3工rP願

蒸　気　発　生　器 原　子　炉 ボ　イ　ラ 簾　子　夢 潔　イ　　ラ

魏式．病数 解DR－80×1墓 水管式x£農 解P盆一80×1墓 8水長病×2蓬

出　　力 220舖層亀h 一 艶艶。髄賢宅h 皿

蒸　　気　　桑　　件 2？0℃X塵7鞠ノ罎毫 515℃xaδ畷鍵鍔 270℃x卿簿／櫨毫 513℃x6鑑6縫竃

蒸　気　発　盆　量 三X喚09も／ぬ 2x11：峯／135宅／h lX墨09亀／短 鐙Xl三G／130も／駈

〔表エ」
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RECENT TRENDS IN ISOTOPE SEPARATION

C. Fr6jacques
Director, Division of Chemistry
Commissariat b 1'Energie Atomigue
France

    The impo℃taRce of isotope separation in nuclear scieRce is

similar to that of element separation at the origins of chemical

industry. In this paper some rQceRt developments in France for

isotope separation are ℃evlewed : urantum isotope separation by

gaseous diffusion, and by ceRtrifugation, heavy watey production

by NH3-H2 exchange and by amiRe-hydyogeA exchange, boron

lsotope separatlon.
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フランスにおけるウラン濃縮の最近の傾向

フランス原子力庁

化学担当局長　C．Fr6jacques

　核科学の分野における同位体分離の重要性は、初期の化学工業における元素の分離に似ている。

この論文ではフランスにおける同位体分離の最近の発展状況を、ガス拡散法および遠心分離法によ

るウラン同位体分離、NH3－H2交襖法およびアミンー水素交換法による重水の生産、ほう素同

位体分離について論じることとする。
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URANIUM ENRICHMENT STUDY AND OTHER AIF PROGRAMS

W. Kenneth Davis
Honorary Director, Atomic lndustrial Forum
Vice Pyesident, Bechtel Corporation
U. S. A.

    Tke U.S. Atomic Industrial Forum carries out a broad and

aggressive program on all issues of impoirtance to its members, a

membe℃ship which includes industry, government, financial institu-

tions, universizies, and many otheT diverse elements. The basic

objective is to provide an oppoytunity for facts aRd opinlons to be

developed, presented, and debated objectively. While interest

has focused on nucleax' power and nuclear fuel, many othQr areas Te-

ceive rnajor attention in the AIF program, including radioisotopes,

radiopharmaceuticals, Plowshare, safeguards, nuclear education,

space prog℃ams, nuciear powered shtps, mlning and mMing, etc.

Any of these could be the subject of a major address; but this talk

wM emphasize the current issues in the U.S. delaying the nucleaT

powey program and the critical matter of uraRium enrichment.

!SuLslgs!!L,wygu:£ggl:s!gLearPo e Pr ram

    The AIF has carried out and is intensifying its several prog]rams

intended to provide a positive approach to the reactor licensing

situation in the U.S. While it ls possible to be optimistic iR the

loRg term, the present outlook is bleak because of the wave of

'' environmental concern" and assoc2ated legislation, the lack of

publicconcernabouttheconsequeRcesofthepresenttrend,and '

the basic defects in the reactor licensing procedures.
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    The AIF has expanded its Public Affairs aRd IRformatlon Pro-

gram whlch is aimed at providing baslc infoTmation to those coR-

cerRed with public relations and actlon in the nuclear field.

    The ad hoc Lawyers Group kas made several suggestions to

the AEC and Congress some of which have been adopted and others

are under consideration. Other important activities in this area

a!re carried out by the ERvironmental Law and Technology and the

SeRlor Management Cornmittee on Llcensing. Techntcal aspects,

as well as p℃ocedural ones, have been developed by the Reactor

Safety Committee altd by participatlon in the development of appro-

priate nuclear standards.

Uranium Enrichment

    The AIF Enrichment Study has sought to make independent and

realistic evaluation for the U.S. and the total £ree world through

about 1985 of:

a)

b)

c)

d)

e)

f)

g)

the growth of nuclear power, particularly enrlched

reactors

the associatea requirements foy uranium enrichreent

sel'vlces

the reasoRably assured production of uraRium ennichment

the effects o£ plutonium recycle and othQr prog!'ammatlc

changes iR the demand

the effect of various changes in supply programs

the schedule required for achievement of new operating

enrichment capacity

the conditions which migkt be necessary or desirable to

bring Rew enrichment capacity into being as required
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    The study has been intended to review and eva}uate exlstiag

data and to present the facts and analyses so that the necessary

goverBmental and business judgements can be made or supported.

The AIF does T}ot plan to recommend a specific course of action,

either for the U.S. or overseas.

    Although the results are not yet complete, aRd have not been

reviewed in detail by the AIF, they do indicate that substantial new

capacity should be in full operation by roughly the end of 1981 at

the Iatest --- based on optimlstic assumptions with respect to Pu

recycle and U.S. and Uirenco producttoR. Most importantly £he

capacity needed at that time is 12,OOO to 14,OOO tons per year with

              'another le,OOO to 12,OOO tons per year needed in operatioA within

another 1-1/2 years. One nomin&l plant of 6,OOO to 8,OOO tons per

year is not adeguate, two are x'equired with at least a third within

aRother 1-1/2 years.

    Realistic schedules includiRg provision for flnanclng and ac-

quisition of technical data as weR as design, procurement, con-

styuction, and sta.rt-up, a]7e at }east eight years firom the present

situation and mo℃e likely niRe or ten when the associated power

                                                           .plants are takerL into account. The coRclusion is inescapable, that

at Ieast two major enrichment plants mus£ be initiated on a realis-･

tic basis this year at the latest wlth a third started no Iater than

1973.
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ウラン濃縮問題とアメリカ原子力産業会議の活動

アメリカ原子力産業会議　名誉理事（元会長）

ベクテル社副社長　　W．K：enneth　Davis

　アメリカ原子力産業会議（AIF）は、参加組織である産業界、政府、金融機関、大学その他多

くの分野にとって重要問題となるものについて広範かつ精力約な活勤を行なっている。AIFの基

本的目標は、各種の事実や意見を発展させ、提起し、討論する機会を持つことにある。　鼠一ドの関心は、

原子力発電と核燃料の闘題に集中しているが、放射性同位元素、放射線医療、プラウシェア、安全

保障、原子力教蕎、宇宙計函、原子力船、探鉱および製錬など多くの分野も、AIFの計画の中で

関心を呼んでいるものである。これらは何れも論議の対象として重要なものであるが、今回の講演

ではアメリカにおける原子力発電計画が現在遅延をきたしている問題と、ウラン濃縮の閥題に重点

を置くこととする。

　原子：力発電計画

　AIFは、アメリカにおける原子炉許認可手続の現状に積極的アプローチを轡る計画を遂行、強

化している。長期的には事態は楽観視しうるものだが、　「環境への關朗と関連法令、環在の傾向につい

ての公衆の無関心、原子炉許認可手続きの基礎的弱点などのため現在での見通しは明るいものでは

ないQ

　AIFは「公衆の間頚と情報計画」を拡張して、原子力分野における公衆との協調に関する基礎

資料の提供と活動を霞指している。

　「特別法律家グループ」はAECと議会に対し幾つかの提言を行なっており、そのあるものは採

用され、またあるものは検討されている。この分野における他の重要な活動としては、「環境法と

技術」、「許認可に関する上級管理職委員会」の活勤がある。手続面とともに、技術面についても

「原子炉安全委員会」の作業や原子力の各種基準の改正作業への参加活動がある。

　ウラン濃縮

　AIFの濃縮検討委員会は、1985年頃のアメリカおよび自由世界全体について次の項目を独

立かっ現実的に評価することに努めている。
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a）原子力発電、とくに濃縮ウラン炉の成長状況

b）ウラン濃縮サービスの所要量

。）ウラン濃縮生産量の見通し

d）プルトニウム・リサイクルおよびその他の計画が需要に及ぼす変化の度合

e）供給計画における変化要因の影響度

f）新濃縮工場建設に必要なスケジュール

g）新濃縮工場建設に必要な諸条件

　検討の主眼は現存データを検討、評価し、事実問題を提起して、政府および民間が判断を下した

り、それを支援するに必要な分析を行なうことにある。AIFLとしては自国に対しても他国に対し

ても、特定の働きかけを行なう計画はない。

　検討結果は未だ完了しておらず、AIFの詳細審議を経ていないが、プルトニウム・リサイクル

について、またアメリカやUrencoの生産力について楽観的な仮定をとった場合でも、遅くも

19’ W1年末頃には相当量の新濃縮工場が完全運転に入っていなければならないことが示されてい

る。最も重大な結論として、その時点では旧聞12，000～14，000トンの新設容量が必要であり、そ

れに加え．1年半後には年間10，000～12，000トンの追加容量が必要になる、という点がある。すな

わち年間6，000～8，000トン工場一つでは十分でなく、少なくとも2工場が必要で、また3番目の

工場がその後1年半で必要となるのである。

　設計、機器の手配、建設お・よび運転開始と同様に資金調達方法、技術データの取得をも含む現実

的なスケジュールの完了には現状から判断すると少なくとも8年の日時を要し、関連発電所を考慮

に入れると9年か10年を要することになる。結論として、今年から少なくとも2基の大型濃縮工場

建設に着手し、第3工場は遅くとも1973年に建設着手しなければならない、ということである。
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　　　　　　　　　　3　月23日（木）

　　　　　　　　　　〔Thurs．，March　23〕

　　　　　　　　　　9：00A．M．～0＝45P．M．

シ　ン　ポ　ジ　ウ　ム

〔SYMPOSIUM〕

原子力発電と安全性

〔Atomic　Power　and　Safety〕



原子力発電の安全性

東　京　大　学

教授　内　田　秀　雄

工　原子炉の安全

　原子炉の安全の昆標は、原子炉の平常運転時も、また仮に大きな事故を仮定した時でも、一般

公衆はもちろん従事者に対しても放射線の実質的な影響を与えないことである。その考えは基本

的には工CRP（国際放射線防護委員会）の報告に従っているが、原子力の平和利用によって生

ずるかもしれない放射線影響による損失は、天然の放射線の影響に比べなるべく低いものである

　ことを目標としているといってよい。原子炉が建設される場合は原子炉施設の位置、構造および

　設蒲が原子炉安全上支障ないということが、事前に第三者的立場で綿密に調査審議され、その安

全性が確認された後初めて炉の設置が許可されることになっている。こういう炉安全に関する事

前審査の方針はその法の細冒に多少の差はあっても、世界の殆んどすべての国において行なわれ

　ている。

亘　安全審査

　　わが国における原子炉の設置・運転は、「核原料物質核燃料物質及び原子炉の規制に関する法

律」（通称原子炉規制法）’によって規制されている。

　　原子力委員会は、「原子力の研究・開発及び利用に関する事項について企画し、審議し、及び

決定する。」ことを任務とした総理府に置かれた委員会である。原子力委員会には「原子炉に係

る安全性に関する事項を調査審議する。」ために「原子炉安全専門審査会（以下蕃査会という刀

　が置かれている。

　　原子力委員会が原子炉の設置について内閣総理大臣から意見を求められると、審査会に原子炉

　の安全の審査を付託する。

　　発電用原子炉を設置する場合、電気事業者（電力会社）は電気事業法の規定により、電気工作

物（原勤力の種類・出力・設置の場断等）の変更の許可を受けなければならない。通産省には、

　大臣の諮問機関として原子力発電技衛顧問会が設けられており、通産大臣は、岡顧問会に「電気

　工作物変更に係る安全性と性能」について諮問する。

　　以上の手順をへて、原子力発電所の安全性について審査が行なわれ、安全上支障がないと認め
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られると、審査会ならびに技術顧閥会から報告書が出され、内閣総理大臣は通産大臣の同意を得

たうえ原子炉の設置を許可し、通産大臣は電気工作物の変更を許可する。これが原子炉の「設置

許可」である。

　これにより原子炉が着工されるが、原子炉設置者は内閣総理大臣から原子炉設置の「設計及び

工事の方法」の許可、「施設」・「性能」の検査を受けなければならず、運転開始前には「運転

計画」を届け出、「保安規定」の認可を受けなければならないことが原子炉規制法に規定されて

いる。また、原子力発電所では工事計画の認胃を通産大臣から受けなければならない。

　わが国に原子炉渉設置される場合は、大きくわけて、「設置許可」と「工事計画認可」との二

段階の審査を受けることになるが、認可は許可の範囲内でのみ行なわれるので、設置許可時の安

全審査が重視され一設階の審i査という様相が強い。

璽　安全評価

1．立地と安全

　　原子力発電所の立地選定の条件には、α素水器冷却水の確保、（2）電力負荷中心地との距離、（3）

　電力系統問題、鰯建設費、㈲地震活動性、（6＞よい地盤などからの要求があるが、原子力発電所で

　は原子炉安全からの立地の目論環境、社会環境が特に大きな検討条件であることはここにいうまで

　もない。この安全上の立地評価は、平常運転時に対する問題と、想定事故時に対する問題とにな

　るQ

2．平常運転時における安全対策

　　科学技術庁告示による規準があるが、実際の原子炉の運転ぱ別に定める保安規定によっており、

　例えば気体状放射性物質による周辺公衆への平需品の放射線影響は許容被曝線量0．5レム毎年に

　比べ、2桁位低いものであると推測される。

3．想定事故に対する評価

　　わが圏の安全審査に当って、原子炉の想定事故に関連してその立地条件の適否を判断する指針

　となるものとして、「原子炉立地審査指針」がある。

　以下にその要点を示す。

　　想定事故は技術的立場から合理的な推論と判断によって、検討されなければならないが技術的

見地からみて起るかもしれないと考えられる想定事故のうち、公衆に最大の放射線影響を与える
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と推定されるものを重大事故といい、技術的には起こるとは考えられないが、更に重大事故を超

えるものを想定し、これを仮想事故という。わが国ではこの二つの想定事故に対し安全対策をた

て、これらの想定事故が仮に起ったと仮定しても公衆には放射線障害や災害を与えないように立

地条件をきめる馳ことになっている。

W　原子炉の事故と対策

1．概　　要

　　原子炉の安全を確保するための対策についてそれがどういう事故に対して考えられるかという

　ことを主に軽水型動力炉を中心に述べるQ

　　原子炉の平常運転時における安全は、平常運転申にどのような外乱・過渡状態（負荷の変動・

　停電・機器装置の故障など）が起っても安全をそこなうことのないような対応処置が適確にで

　き、その異状状態がすぎた後は再び運転の継続ができることが大切である。このことは従事者に

　対する安全対策と施設を有効に使用するというためにとられている対策である。

　　重大事故・仮想事故は前にのべたように技術的に起こり得るかもしれないと考えられる最大の

　事故、あるいはそれを上回る事故であるが、それに対する安全対策は、想定事故によって、放射

　性物質が施設外に放出され施設外の一般公衆に放射線障害・災害を与えることを防ぐためのもの

　である。この想定事故に対する安全対策の内で主要な役割をする装置を工学的安全施設といって

　いる。いわば火災に対する消火器の役を果たすものである。

2。反応度事故とその対策

　　反応度事故とは、原子力のプロセス系や制御系の故障誤動作あるいは運転上の誤操作によって、

　炉心に異状な正の反応度が加わることによる事故で、次のようなものが挙げられる。

（1｝制御体が炉心から異状に除かれる場合

｛2）反応度が異常に添加される場含

3．機械的事故とその対策

　　機械的箏数とは停電や機械的故障によって、原子炉系の要素がそこなわれたり、冷却材の熱除

　去効果が異状に減少して燃科体が過熱する事故であり、下記のようなものが想定される。

　由　冷却材流量喪失事故瓢停電あるいはポンプ弁の機械的故障などにより、冷却材の炉心内流量

　　が滅少あるいは停止する事故
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②　冷却材喪失事故＝何らかの漂因により冷却系配管の破損などが起り、原子炉圧力容器内の冷

　却材が急激に流出する事故

（3）電源喪失瓢停電：によって原子炉系に電力を供給できなくなる事故

　冷却系配管破断によって起こると想定される冷却材喪失事故は、破断の大きさと場所などのい

かんによっては冷却材流失が炉心の熱除去に大きな影響を与えるので、以下に述べる重大事故や

仮想事故に結びつく。

V　最大想定事故と工学的安全施設

　　1Vに述べたようなあらゆる事故を想定した結果、大量の放射性物質が施設外に放散されること

が、想定される事故は、原子炉一次冷却：材循環系配管の破断あるいは、原子炉で発生する蒸気を

送る蒸気管の破断によって、多量の冷却水が原子炉容器外に流出し、燃料体が破損あるいは、溶

　融する事故であって、これが立地審査指針の検討対象となる重大事故あるいは仮想二二に結びつ

　くものである。

　　以下にその例として、軽水型動力炉を対象とし、一次冷却水循環系統の配管が破断することを

仮定した冷却材喪失想定事故（Loss　of　Coolant　Accident）について説明する。

　　冷却材配管が仮に①大破断したとすると、冷却水が急激に②原子炉圧力容器外に流出し、③炉

心の熱除去の機能が失われるので、④燃料体が過熱し、⑤燃料被覆が破損または溶融する。冷却

水が流出すると、⑥炉固有の安全性によってあるいは圧力容器内の圧力・水位の降下を検出する

　などして原子炉はスクラムされるが、⑦燃料被覆と冷却水との化学反応によって更に発熱ならび

　に水素ガス等を発生する。高温高圧冷却水の流出と⑦⑧の熱量とによって、⑨格納容器内の圧力

　と温度が上昇する。燃料が⑤のように破損あるいは溶融すると、⑩燃料体に内蔵されていた核分

　裂生成物が多量に冷却水と共に格納容器内に放出される。格納容器は、この事故によって生ずる

圧力に耐えるように作られているが、⑳格納容器内の核分裂生成物はその外に漏洩し、⑫風にの

　って施設外に放散される。⑬事故によって直接原子炉施設から発散される放射線と大気に放出さ

　れた核分裂生成物（放射能雲）とからの放射線による体外からの放射線影響と、⑭風にのって運

　ばれた放射性物質が体内に摂取されたことによる体内におよぼす放射線影響とが、⑯この想定事

故の一般公衆への放射線影響である。

w　環境二三

　　原子力発電所の建設に妾って環境上の問題として稀に最近重視されていることは放射能問題と
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温排水問題である。

　原子力発電の開発は、先づ安全対策が確認されてから建設、運転が行なわれるという方法がと

られ現在に至っている。この点一般公害間題より遙かに次元の高い処置が安全上とられている。

しかし原子炉および放射能のもつ潜在的危険性を軽視することは出来ず、また動力用原子炉の開

発に飛躍的な高度の技術の適用が期待されなければならないことを考えると、安全対策に必要な

鼓術上の問題についての研究を促進することは、益々重要である。原子炉の安全対策には、試行

錯誤は、許されないのが原則であり、安全施設の開発研究は規模が大きく、その性質上民間企業

体が行なうことは必ずしも適切でないものが多い。密接な国際協力を行なうと共に組織的な自主

研究が進められることが望ましい。

　　①一次冷却材配管破断

O⑥スクラムー　　　　　　　②冷却材流出

　⑦崩壊熱

　⑧反応熱　　　　　　　　　　O緊急炉心冷却装置

　　　③④燃料体過熱
　　　　　　　　E

　　　　燃料被覆破損
　　　⑤
　　　　燃料体溶融
　　　　　　　　｝

　　　⑩核分裂生成物放出

　　　　　　　　　　　　　　　o格納容器（o核分裂生成物格納）

　　　　　　　　　　　　　　　　⑨圧力・温度上昇

　　　　　　　　　◎非常用ガス処理　　　　　　　o圧力逓減装置（冷却・除染○）

　　　　　　　　　　　　　　　＠放射性物質漏洩
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　　　　　　　　⑫施設外放出・拡散

　　　　　　　　　　　　立地・気象

　　　　　　　　　　　　⑬⑭⑮一般公衆への放射線影響

Q印は主な工学安全施設またはその機能

参考1．－冷却材配管破断想定事故の経過
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参考2．想定事故時の放二線被曝の制限値

国　　名 ア　メ　　リ　カ

日　　　　　　本

カ　ナダ 西ドイツ
重大事故 仮想事故

甲状腺被曝

排除区域
R00rem
i2時間）

低人日地帯

R00rem
i無根時間）

非居住区域
P50rem
@（小児）

低人口地帯

R00rem 250rem
i小児）

300rem

全　　　　身 25 25 25 25 25 25

集積線　量
200万人目
?（参考）

100万人レム
i全身あるい
ﾍ甲状腺）

注

市街（人自25ρ00人以上）
n区迄は低人口丁丁迄の
P％

　
一
ψ
‘

居
住
不
能

必（り

、、 _
　　＼　　　＼

炉
さ

＼

　＼ぎ
　、棒
θ　い斡

　　　1
∬0　　／
（堀　／

参　考　3

参考4．日本の災害統計

年間死亡率 年間傷害率

鉄 道 　　　一5Q　×10 　　　一5R．5×10

自 動 車 　　　一昼Q　×10 　　　一3S．5×10

船 舶 　　　・一5X　×10 　　　一5X　×10

鉱 業 　　　一6W　×1◎ 　　　一4U。5×10

化　　学 工 場 　　　一6P　×10 　　　一4P　×10

電 力 　　　一6T　×10 　　　一5P　×10

建 設 　　　一5Q．5×10 　　　一3k5×10
全 産 業 　　　一4Q．5×10 　　　一3U．5×10

白　甑 病 　　　一5R　×10

農然の 甲状腺ガン 　　　一5Q　×10

異常出産 　　　　一2S～5　×10
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原子力発電所の運転と放射線管理の経験

関　西　電　力　㈱

專務取締役　伊　藤　俊　夫

1．　は1しがき

　現在、世界各国に各種の二型を含む100基以上、合計約2，580万kWの原子力発電所が運転

　している。我が国でも日本原子力発電会社の東海発電所が最初の商用炉として営業運転に入って

　すでに5年近く、この間に同社の敦賀発電所と関西電力の美浜1号機が昭和45年に、東京電力

の福島1号機が46年に相ついで営業運転に入っており、さらに建設中の電力各社の状況を見て

も原子力発電は今や我が属のエネルギー産業界における本格的なにない手になってきている。

　この1，2年間に運転に入ったものと現在建設中のものは何れもBWRおよびPWR型炉であ

　るので、ここでは軽水炉発電所の運転とそれに伴う放射線管理について美浜発電所の経験などを

通して述べることにする。

2．運転、保守

　敦賀、福島1号および美浜1号は何れも短かい工期で完成し、以降順調に運転中である。この

間の設備利用率は約2ケ月の定期点検停止期間を含め約60～70％を得ており、諸外国におけ

　る営業運転開始後1，2年の実績と比べてもまず良好な運転状態といえる。

　　これらの発電所の運転経験は未だ短期間ではあるが、これまでの経験や新しい技術に基づいて

　幾つかの改造を実施あるいは計画している。例えば敦賀および福島発電所では覆水器空気抽出

器からの排ガス濃度を低減するため、新たに希ガスホールドアップ設備を追加設置している。また美浜発

電所では液体廃棄物処理設備を強化する計画をしている。

　　また放射線レベルの高い原子炉周辺の機器や弁類の小さいトラブルの修理にも一々発電所を停

　止しなければできないという不便さがあるので、たとえ小さい部品についても主要機器と協調の

　とれた信頼度をもつようにする必要がある。タービンについては飽和蒸気を使用しているのでエ

　ロージョンを生じないよう十分注意して運転したい。

3．　　方父身寸線管理

　　原子力発電所における放射線管理は在来の火力発電所に無い新しい分野であるが、この管理如
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何が運転保守の成否を左右するといえる。原子力発電所では周辺公衆の被ばくをできるだけ低くす

るよう最善の努力を払うことはもちろん、従業員に対しても厳重に管理している。

　これまでの実績でも発電所周辺では目然放射能レベルに対し有意の変化は認められていない。

また発電所従業員の被ばく線量は通常の運転、保守および定期点検期間を含め、法規に定める被ば

く線量に対し十分低いものである。原子力発電所で放射線安全防護を徹底するためには発電所で

働くすべての人達にこれを理解させることが大切であるので、発電所従業員だけでなく請

負業者作業員全員にも必要な放射線安全防護の教育を実施して成果を得ている。しかし短期間に

すべての業者作業員までも徹底させるのはかなりの努力が必要であった。なおこれら作業員の被

ばく歴等を能率的に確認できる方法など今後の課題である。

　設備面ではそれぞれの設備の実情に適した測定器や保護具の改良、開発も必要であろう。

　原子力発電所周辺の環境管理については発電所独自の監視、管理と共に、例えば敦賀と美浜発

電所のように地元福井県と協同で環境放射能の測定を実施し、その結果は県の安全協議会で評価、

公表されるようになっている。

4．むすび

　　原子力発電所の運転および放射線管理はこれまでの実績から見るとほ父順調な状態にあ為が、

未だ短い運転経験のことでもあり、今後も十分慎重な運転をすると共に、運転経験から得られる

貴重な記録　あるいは技術の進歩にともなう改良点等は積極的に後続プラントへ反映させたい。
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RADIOACTIVE WASTE MANAGEMENT AND CONSERVATION

OF THE ENVIRONMENT

R. H. Burns
Chief Industrial Chemlst
Atomlc Energy Research Establishment,
U.K. Atomlc Energy Authority
U. K.

Harwe1I

    The necessity for the conservatlon of our environment has be-

come increasingly realised over the past few years. In many

cases such realisation has been long overdue, and frequently, in

the past, action has been taken only after harm has been demon-

strated.

    However the Nuclear Industry has an outstandingly successfuI

record in the field of waste management. The necessity for com-

   '
pliance with the strict legislation in force in all countries has en-

                                              '
sured that radloactive waste treatment and dlsposal are given care-

fu1 attention at the start of any new project. This has the advan-

                              'tage of resu}ting in an awareness of the difflculties and costs in-

volved. This, ln turn, results in care being exercised to control

wastes and to minimise the amount produced.

    In the paper details are given of the nuciear programme tn the

United Kingdom and the philosophy and methods used in radioactive

waste management. Special attention is given to the practices

used at those Establisltments which are authorised to discharge

low-level liquid effluent to the Rivey' Thames which is the prlnclpal

source of London's drlnking water. It is suggested that conditions

ln the Vn!ted Kingdom and Japan are slmllar in many respects and

that the same policy could be approprlate to both countries.
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    lt would be surprising and disappointing if a relatively new in-

dustry such as the nuclea℃ industry had not been able to solve its

waste managemeRt problems in a satisfactory raanlter. Modem

technology and the Reed, and the will, to find a solution have con-

tributedto safe procedures. Admittedly, in some ways, the pro-

blems have been easier thalt is the c&se with other toxic wastes.

In general money has been more readily avallable fo℃ research and

development and the problems arose in an era ln which concern

was beginning to be expressed on the conservation ofthe enviy'on-

ment. Nevertheless many other iRdustrtes could beRefitf℃om the

experience ln the Atomic Energy field. Carefu1 plaltning, strict,

but sensible legislation, and adequate supervision and colttyol, if

applted to all industrial waste procedures wouid do much to

minimise pollution of the environment.
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放射性廃棄物管理と環境保全

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　イギリス原子力公社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハーウエル研究所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工業化学主任研究員　R・H：・Burns

　ここ数年来、環境保全の必要性は・頭に現実的なものになってきている。多くの場合、このような

現実は長い間看過され、また過去においては、実害が明らかになってはじめて対策が講じられる場

合が多くあった。

　しかしながら、原子力産業は廃棄物管理の分野で鼠覚しい成果をあげている。各国で制定されて

いる厳しい法令に従う必要上、放射性廃棄物の処理、処分には、新規計画の着手にあたって細心の

注意が払われている。この結果、関連する問題や費用についてよく知ることができることになり、

さらにこれによって、廃棄物を規制し、廃棄物の量を最少限にしょうとする配慮がなされ℃いる。

　本論文ではイギリスの原子力計画と、放射性廃棄物管理の考え方、方法について述べる。とくに、

ロンドンの飲料水の主要供給源であるテムズ川に低レ・ベル廃液を放出することを認められている諸

施設での実例を申心に述べる。

　イギリスと日本は多くの点で条件が類似しており、両国には同一の政策が適用できることを指摘

する。

　原子力産：業のような比較的薪しい産業で、廃棄物管理の問題を満足裡に解決できないとすれば、

それは驚くべき、かつ失望すべきことである。現代の妓術、問題解決への要求度、意欲は安全な手

順の確立に寄与している。或る意味では明らかに、問題解決は他の有害廃棄物の場合より容易にな

っている。一州に研究開発への投資は比較的容易にえられているし、環境保全について関心が払わ

れだした時期に問題が起っているからである。原子力での経験は他の産業にも生かされるであろう。

細心の計画立案、厳格であるがよくゆきとどいた規則、そして十分な監督や管理一これらがすべて

の産業廃秦物に適用されるなら環境汚染を最少限にとどめることに大きく役立つだろう。
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原子力安全問題ととりくむ電気事業者の姿勢

日本原子力発電株式会社

社長　　白　 沢　 富一郎

1．原子力発電と電気事業者

　急速な科学技術の進歩に支えられて、近代文明は高度に発達し、物質は豊富となり、生活

水準は大きく向上したが、副次的に公害、環境問題が顕在化し、これらの解決をはかること

が当面の急務となってきた。この公害を撲滅して平和で明るい福祉社会を形成するためには、

今後とも大量のエネルギーが必要であり、とくにその中でも洗練されたエネルギーである電

気に対する需要は一層高まる傾向にある。

　　さらに、将来の電源を原子力に求める傾向は世界的なものとなっているが、とくに一次エ

　ネルギー源の乏しいわが圏にあっては、今後の電源の中核は原子力とならざるをえないので

　ある。原子力発電は、未だ経済性において在来火力に及ばず、技術的にも改善改良の余地を

多分に残しているが、公害、環境保全等の観点からこれを先見的にとりあげ、育成、開発を

はかることは、電気事業者に付託された大きな社会的責務であろう。

　　なお、この原子力発電の開発を進めるに当って、電気事業者が最も留意し、最重点として

　いるのが「安全の確保」である

2．原子力安全に対する基本的な考え方

　原子力発電の開発に当って、その安全性に対する関係者の基本的思想は、「原子炉は極め

て危険なものを内蔵するものである」という認識と、「放射線は潔く微量であっても人体に

悪影響を一与えるかもしれない」という認識に基づいて国、製作者、電気事業者がそれぞれの

　役割に応じて一般公衆に悪影響を及ぼさぬよう最大の方策を講ずることである。このため、

設計建設運転を通じて、あらゆる事故を想定して、その事故に対処しうる万全の設備を設け

　るとともに平常運転時の放射性物質の放出については、基準を守るのみならず一層の低減を

期する運営を行なうこととしている。
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3．原子力安全問題ととりくむ電気事業者の姿勢

　原子力発電所の設計建設に当っては、先に述べた考え方に基づいて国、製作者は各種の試

験、検査、あるいは安全防護設備の設置によって万全の安全対策を講じているが、電気事業

者が原子炉を導入する場合は、安全性が確認され、安定した運転性能を有するものを選定し、

さらにわが国固有の厳しい自然的社会的条件を加味して十分な安全性を確保している。

　　とくに、安全性研究については、諸外国の情報を入手するとともに、自らも研究に努め、

さらに原子力発電所建設運転の知識経験を生かして設計建設運転の各段階を通じて各種の安

全確保策を追加している。

　　なお、平常運転時の各種廃棄物の放出については、基準をはるかに下露り安全上実質的な

問題がないとしても、さらに「実用可能な範囲に低く押える」という理念のもとに運転方法

あるいは設備の改善改良を行なっている。

　敦賀発電所の場合は、高圧注水系の追加、非常用電源の多重化、格納容器非活性ガス封入

系の採用など，製作老提案を上回る事故対策設備を設置した。また、気体廃棄物処理関係で

は設計時点で放射能減衰タンクの採用があり、さらに運開後の昨年にはチャコールガス処理

装置を設置して放出量を大回に低減している。液体廃棄物処理関係では大容量エバボレータ

　の採用と、運開後の運転方法、機器の改良改善による処理：量の拡大などが安全確保策の主な

追加項目として挙げられる。

　　な澄、各種放射性廃棄物が環境に悪影響を与えているかどうかについて県当局と協力して

公正に環境モニタリングを行なっており、さらに測定評価結果は県当局を通じて地域に公表

　している。

　以上、我々電気事業者が将来の貴重なエネルギー源である原子力発電の開発とその安全確保

にどのような姿勢でとりくんでいるかについて述べたが、これらについて地域住民、さらには

一般国民の合意をうることは、今後の開発を進めるに不可欠の要件となるものであり、このた

めには十分なそして正しいPR活動が必要であろう。．

　さらに進んで地域の福祉増進にできうる限りの寄与を行ない、「豊かで明るい福祉社会」形

成にその面からも貢献してゆきたいと考えるものである。
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原子力供給産業における安全性追求の努力と成果

東京芝浦電気㈱

専任副社長永野 治

　原子力発電プラントを製造、建設するメーカーの任務は、信頼性高く安全性に富み、且つ経済性

に優れたプラントを供給することである。原子カプラントは、その潜在エネルギーの大きいことと、

放射線という問題に対処するという特殊性があるため、開発の妾初よりその安全性に対し、他の産

業に例を見ない梶特別の配慮がなされてきた。ここでは経済性の面は別として、安全性、信頼性の

面で我々の行なってきた努力と現状について述べることにする。

　原子力発電プラントは新しい妓術であるため、その安全設計に関し保守的に、安全側に設計され

る面があることは確かである。しかし、今や着実な技術の蓄積と、官民一体の努力により、安全設

計の基本的思想が確立されつつある。

　米国の連邦政令規則、10CFR50への再度の改訂による思想の整理、わ1が函における原子力委

員会の安全設計審査指針の制定、またこの安全設計の基本思想に基づくプラントの設計建設に関する

問題点が整理され、USAECのSafe重yG磁de、日本電気協会諸規程となって表われてきてい

る。これと並行した安全評価の具体的内容の検討も行われ、非誘炉心冷却系の再評価、放射能放出

に関する具体的数値の指示等が行われた。さらに事故が起ってからの対策より、これを未然に防ぐ

事がより重要という思想から、設計、製作、据付、試運転を通じての厳重なQuality　Assura簸ce

活動が重視され、前述の10CFR50のAppendix－B　として、　Q．A．Cr鴛e琶aがうたわれ、わ

が国においても電気協会にて「原子力発電所の晶質保証」手引が作成された。このことは当然プラ

ントの信頼性にもつながることで、極めて大切なことと考えている。

　以上の安全設計の基本思想に基づき．我々は設計を行なっているが、特に次のぶうな点に留意する

必要があると考えている。

　すなわち基本思想、基準に適合し、且つ必要な余裕を考慮した上で最も合理的に設計を行なうの

であるが、これには諸毅の条件を十分協調させてバランスのとれた設計であることが必要であり、

また一連の事故現象一例えば燃料の健全性、圧力バウンダリの健全性、非常炉心冷却系の特性、格

納施設、葬常用ガス処理系、敷地一といった一連の現象を十分解明し、それによってそれぞれの機

器、施設の適切な設計を行なうよう努力すべきであろう。さらに必要な個所に対しては、運転に入

ってからの試験検査（Inserv圭ce　I職spection）が可能なよう設計上の配慮がなされなければな

らない。
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　また運転マニュアルを整備し、これによって行われる運転の経験を次の設計・建設に生かす努力

も我々の任務である。

　さて、以上の努力によって我々の蓄積してきた成果としては、次の事柄を挙げることができよ

う。

　　oシステム設計手法、事故解析手法の確立

　　o耐震設計手法の確立（実験との対応も含む）

　　o圧力容器等重要機器の応力計算、設計手法の整備

　　01nservice　Inspection技術の開発と応用

　　o放射性廃棄物処理施設の改良、新方式の開発

　　o設計・製作・据付、各段階におけるQuah£y　Assura旦ce体制の整備とdoc縫menta員on

　　　の整備

　　O建設工事、試運転、補修、定期点検時における作業安全と放射線管理

　1956年Calder　Hall発電所が運転を開始して以来、全世界で運転中の数多くの原子力発電所

の運転実績、我国、敦賀、美浜、福島における顕著な安全性の実証、これらこそ安全性の面で大き

な成果と言えよう。

　我々供給産業は安全性、信頼性への技術向上に今後も一層の努力を続け、次第に厳しさを加える

環境問題に対処し得るよう積極的に開発を進める所存である。
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3月23日（木）
〔Thurs．，March　23〕

1：30P。M．～6100P．M．

牛寺　　　　　　　　　男［」　　　　　　　　言琶　　　　　　　　　演

〔：Lec重ures　　by　　Guest　Speakers〕

環：：境とエネルギー

〔Th，　Envi…m・・t・nd　E…gy〕



原　子　力　と　環　：擁

立　教　大　学

教授　　田　島　英　三

　「かけがえのない地球」という標語は、今年の6月にストックホルムで開かれる「国連入間環境

会議」のスローガンである。われわれは、かつては人間活動に必要なエネルギー資源の枯渇を憂い、

今は世界中の人々が、人聞活動によって生ずる廃棄物の処分と環境の保全について、頭を悩まして

いる。原子力についてもその例外ではないQ

　世界の電力需要は、産：業活動の拡大、生活レ・ベルの向上、人口の増加等の理由によって急激に増

加し、そのなかに占める原子力発電の割合もまた大きくなりつつある。日本の原子力発電規模は

198◎年に32GWe、1985年に60GWeの見通しであるが、このような大規模な計画は、

放射性廃棄物の安全で経済的な処理処分と環境の保全と、そして国民の理解と支持が得られなけれ

ば達成できないであろう。

　放射性廃棄物の処理処分の間題は、環境問題にもつながるものであり、日本の原子力關発の現設

階においては最も重要にして緊急を要する課題である。しかしながら日本の国土の狭隣なことを考

えると、その解決はなかなか困難で、格段の努力をする必要があろう。

　2．000年頃の日本列島の沿岸には・数百万kWの大規模な原子力発電所が20～30カ所設

置され、これに数内所の大型な再処理工場が加わることになろう。また、諸外国においても、それ

ぞれの計画に基づいて原一子力発電が行われ、その規模は世界全体で《・300GWe（Spiaradによ

る）に及ぶ。このような状況のもとでは、環境聞題を2つの面から取上げて考察する必要がある。

第1の考察は日本全体を一つの環境と捕らえる考え方である。日本国民は国内の原子力施設から放

出される放射性物質によって被曝をするばかりでなく、諸外国の原子力施設から放出される85Kr

や3Hによって被曝を受けるであろう。筆者は2000年におけるこれらの線源による扇面線量を

計算したところ、案外、世界の原子力施設から放出される85Krの寄与が大きかった。第2の考察

は、施設の局所的聞題として、放射線と温排水の環境への影響を明らかにすることである。しかし、

将来は原子力施設が大規模化し、その数が多くなることを考えると、現在のように一施設毎の局所

環境として捕らえるのではなく、数施設を一群とした広域局所環境として捕らえる方が適切である

と考える。

　次に、環境問題に関連して、エネルギー政策のなかの原子力発電の位置づけを考える場合には、
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当然のことながら、原子力発電が環境に与える孟mpactと、化石燃料発電が環境に与えるimpactと

を比較しなければならない。このような試みをしたいくつかの論文がある。しかしその結論は、主

として在来公害のRiskに関する科学的根拠が弱いために、必ずしも納得のゆくようなものではな

い。原子力開発利用が国民に理解され、国艮のなかに定着するためには原子力の環境保全に関する

研究とともに、一般公害に関する研究も大いに望まれるところである。
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ENVIRONMENTAL ASPECTS OF NUCLEAR ENERGY

John W. Landis
President, Ameirican Nuclea]r Society
IPresideRt, G`G}f General Atomic, lnc.
U. S. A.

    The environmental impact and impending shoytages of fossil

fuels for electric power productioR are discussed. Posslble solu-

tions to the tri}ateral p℃oblem of iRcreasing energy dQmands, poor

quality aRd r'apidly dimintshing £ossil-fuel i7eserves, and a deterio-

yating enviroRment are outlined. Reduction of energy consumption

ls considered from the social, economic and environmeiital stand-

poiRts. An analysls is made of various alternative energy sources

-- ltydro, geothermal, so}ar and ngclear. It is concluded that

nuc}ear energy is the only adeguate answer to this complex pr'oblem.

    The advaRtages and disadvantages of nuclear energy are re-

viewed iR depth. The a℃eas covered lnclude the major segments

of the fuel cycle, the safeguarding of fue}, the disposal of waste

heat and ]radioactlve effluents, safety, rellabRity, licensing, sitiRg

flexibility, thermal-cycle flexibiltty and overall economlcs. The

outlook for nuclear Gnergy ls presented in terms of some of these

advant&ges and disadvantages, pairticu}arly £he availabllity of raw

materials, the impact oR the enviz'onment, protectiRg the public,

fuel-cycle flexibi}ity and power cosi.

    Speciflc advaltced nuclear power systems are examined. Ofte

of these, the High Temperature Gas-cooled Reactoir (E[TGR), ts

discussed in some detail. Its enviroltmenta} aRd fuel--utllization

advantages and its ability to supply ltigh-temperatux'e process heat

are emphasized. Its adaptabikty to operatioA with a closed-cycle
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gas turblne is pointed out.

    Breeder reactors are also considered, and the principal dif-

ferences bQtween the Liquld Meta.I Fast Breeder Reactor (LMFBR)

and the Gas Cooled Fast Reactor (GCFR) are summarized. Fln.aHy,

the problems and promlse of controlled thermonuclear fusion are

outlined, with particul.ar attentlon givGn to demonstration of scien-

tific feasibility and conceptual deslgn of a commercial power

system.
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環境からみた原子力エネルギー

アメリカ原子力学会会長

ガルフ・ゼネラル・アトミック社社長

　JohnW。　La無dis

　環境問題と発電用化石燃料の逼迫について論及する。エネルギー需要の増大、化石燃料資源の品

位劣化と枯渇化、および壌境の汚染という3つの問題の解決策について概説する。エネルギー消費

の縮小を社会的、経済的および環境上の観点から論じる。各種のエネルギー供給源一水力発電、

地熱発奮、太陽熱発電、原子力発電一について分析評価する。その結論は、原子力エネルギーが

この複雑な問題解決のための唯一の解答だということである。

　原子力エネルギーの利害得失について詳細に検討することにする。これに関する問題としては、

燃料サイクル、燃料の安全保障、排熱および放射性廃液の処理、安全性、信頼性、許認可、立地の

目由度、熱サイクルの騒由度および総体的経済性がある。原子力エネルギーの見通しについては、

これら利害得失の点から、とくに原料の利用可能性、環境への影響、公衆の保護、燃料サイクルの

自由度および発電コストについて述べるQ

　新翠炉について検討することとする。そのひとつである高温ガス冷却炉（HTGR）については

やや詳しく述べる。環境面、燃料利用面での有利性、高温のプロセス・ヒート供給の可能性につい

て重点的に述べる。クローズド・サイクルのガス・タービンをHTGRに利用できるかどうかの可

能性を指摘する。

　増殖炉についても検討し、液体金属高速増殖炉（LMFBR）とガス冷却高速炉（GCFR）の

主な相違点について概説する。最後に、制御熱核融合について、その科学的可能性と商業的発電炉

としての概念設計を重点的に概説する。
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THE ENVIRONMENT AND NUCLEAR POWER IN THE

                     UNITED KINGDOM

                              F.R. Farmer
                              Safety & Rellability Dlrectorate
                              U.K. Atomic Eflergy Authority
                              Ue K･

    A significaRt part of the electric power generated in the

URited Klngdom since the mid 1950's has been nuclear, and by the

year 2000 more than half of a much lncreased total demand wlll be

met by nucleay reactors. The United Kingdom has accumulated
        '
expe℃ience through operating an integrated system of Iarge power

reactors; lt also has in operation extensive facilities for the

tiraltsport aRd chemical reprocessing of iriradiated fuel required

for its forward-looklng programme which iT}volves la℃ge scale

plutonium fuel manufacture and use. The programme has been

carried through within safe limits ag℃eed for woz'kers and the

general environmeRt at nationa} and internatloRal levels. Atomic

ellergy is only one facet of today's increastngly complex technologF

cal and industry-based society. The increa.sed standard ofliving

which results from this activity leads society to expect a general

increase in safety and a reduction in risk. The high staRdards

adopted by the atomic energy lndustry from its beginning can now

be seen mirrored ln str'icter attitudes to the wastes and rlsks of

conventional industries, although at a }ater stage of thei℃ overall

developmeT>t. This is not surpirising because aspects of risk oRce

thought specific to low levels of ℃adioactlvlty are now seen to be

germane to hazards from many radioactive substances. As the

everyday risks firom normal operation of any lndust3ry are brought
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uRder coRtrol, attentioR becomes diverted to accideRt situatlons.

In these, risks noirmally evenly distz'ibuted can become coRcen-

trated in tlme and space in a way not wholly acceptable to society,

a}though some }evel of risk must lnevitably be accepted. A resi-

duum of risk from our industrial and techno}ogical activities, con-

ventional or atomic, accompanies the tAcreased expectancles we

have from our more advanced ways of 11fe.
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イギリスにおける環境と原子力

イギリス原子力公社

安全担当部長　F．R．　Farmer

　1950年代半ば以降のイギリスにおける発電量のかなりの部分は原子力によるものであり、

2000年までには総需要における増大分の半分以上が原子力発電によって賄われるであろう。イ

ギリスは大型原子力発電所の総合的運転を通じて経験を蓄積している。また、プルトニウム燃料の

大量生産と利用など、今後の計画に必要な使用済燃料の輸送および化学的再処理のための大型施設

を運転している。計画は、作業員や周辺環境について合意された国内および田際的水準の安全限度

内で実施されている。原子力は現代の複雑化する鼓術・工業．社会にとって唯一の解決策といえる。

原子力による生活水準の向上は、社会に安全性の向上や危険の減少への期待をもたらしている。原

子力産業が当初から採用した高い基準は在来産業の廃棄物や危険物に対する態度を、やエおそきに

失してはいるが、厳しいものに変えている。このことは、かつて低レベルの放射能に限って考えら

れていた危険性が、多くの放射性物質による危険に結びつけて考えられるようになっていることか

らも明らかである。全ての工業での通常操業から常時生じる危険が規制されるようになると、関心

は事故の発生しやすい状況に集まるようになる。こうして、通常、平均的に分散していた危険はあ

る意味で時間的、空間的に集中され、行るものは避けることができないとしても、社会から排除さ

れる。産業、鼓術活勤によって生じた危険物は、それが原子力によるものであろうとなかろうと、

生活の一層の向上に対して期待を抱く誘因になりうるからである。
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LIMITING THE DISCHARGE OF

AIRBORNE RADIOACTIVE EFFLUENTS IN REGIONS OF

[HIGH NUCLEAR POWER IPLANT DENSIT¥

                              W. Schwarzer
                              DiTectoy', Division of Environment
                              Instltute for Reactor' Safety
                              Tecknical SupervisiRg Societies
                              F. R. Germany

    It is obvious that the factors lnvolved in selecting sites for

nucleay power plants - energy demand, cooling wateir supply, Iand

availability, sa£ety aspects - favo]r the development of a cex'tain

℃eglonal pattern of Ruclear power plant density. In the Federal

Repub12c of Gez'many a few of such areas with a pa℃ticula2rly hlgh

number of nuclear power plants can be identified.

    For the procedure of settiRg discha℃ge limits, a nuclear power

statlon in such an a℃ea caAnot be regarded as a single isolated

source. As the admissible radloiogical burdeR o£ the envlronmextt

must be independent of the number of sourcQs which contribute to

it' , it is necessary to evaluate the effects of the superposition of

plumes or, rather, of the dose-fields from different sources. In

dealing with this problem, ii is helpful to defiRe quantities such as

a ''de-coupling distance" (the minlmum dlstance, after which a

secoltd source caR be neglected) an a ''site diameter" (maximum

distance o£ two sou]7ces to be stM consldered as having the same

IocatioR). Aside from calculating the effects of super-posltloR of

dose-fields from ℃eal source patteirns also evaiuatlons of model dis-

tributlons (line, orthogonal lattice ar℃angement) have been made.

    The results have beGn used to derive recommendations for
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maximum admlssible release rates from nuclear power stations in

such regions.

    The maximum adrnissible exposuire of the envlroRment is ceR-

traily importan£ for deriving these release rates. The values

which az'e presently used in the Federal Republic of Germany as

radiological protection guldelines are based oR the ICRP-recom-

menda£ions. The w&y they are interpreted and applied makes

them rather restrictive.

    How do these maximum admissible irelease irates compare wlth

the design o£ large nuclear power statlons which aye preselttly

under coRstruction or being planlted, and with the operating con-

ditions to be expected? A detailed evaluatioB of the operatlng ex-

perience of the existing nuc}ear power pla.nts, along with an ap-

plication of the iresults to off-gas systems of modern desigR indicates

that difficulties are not to be anticlpated.

    The expected yadio}ogical burden to the environrnent, eveR in

regions of high nuclear power piaRt density, is extremely low.

Particula3r attentiolt, however, has to be given to the kryl)ton re-

lease from fuel reprocessing plants. It is suggested that large

reprocessiRg plants wM be admlssible only if their design allows

for retaining storing long-11ved kirypton 85.
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原子力発電所の藁中地域周辺における環境放射能対策

西ドイツ原子力安全研究協会

環境部長　　W．Schwar2er

　原子力発竃所の立地選定要素一エネルギー需要、冷却水の供給、土地の利用度、安全性

が原子力発電所集申地域周辺の踊発に役立つことは明らかである。西ドイツでは2，3の地域が原

子力発電所の集中地域と考えることができる。

　放出限界を決定する上で、かかる地域の原子力発電所を独立した1つの放出源とみなすことはで

きない。環境への放射線の影響は放出源の数と無関係であるべきだから、異なる放出源からの放出

物の重合効果を評価することが必要である。この問題を取扱うにあたっては、「減結合距離（de－

couphng　distance）」（次の放出源を無視しうる距離のうち最小のもの）、「敷地直径」（同

一の立地条件にあるとみなされる2つの放出源の躍離のうち最大のもの）のような量を定めること

が有用である。放出の重合効果算定とは別に、モデル分布（線、直交格子配列）による評価も行わ

れている。

　こうした作業の結果は、集中地域の原子力発電所からの最大許容放出璽の報告に使用される。

　周辺環境に対する最大許容被曝量は、これら放出度を決定する上で重要なものである。酉ドイツ

で、現在、放射線防護のガイドラインとして採用されているものは、1CRP勧告値に基づくもの

である。その解釈と運用にあたっては厳格を旨としている。

　この最大許容放出度は、現在建設、計画されている大型原子力発電所の設計、運転条件とどのよ

うに比較されているか？　現在の原子力発電所の運転経験を詳細に評価したところでは、最新設計

のオフ・ガス装置の採用と相まって、困難な閥題点は考えられていない。

　原子力発電所の集中地域においても、周辺環境への放射線の影響は非常に少ない。しかし、燃料

再処理工場から放出されるクリプトンには特別の注意を払うことが必要である。大型再処理工場は、

長寿命のクリプトンー85を保持する設計がなされている場合にのみ、許容されるべきと考える。
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THE ENVIRONMENTAL IMPACT OF

NUCLEAR POWER DEVELOPMENT

Yuri F. CkerniliR
Deputy Diirector General
DepartmeMtt of Technical Operatlons
Internationa} Atomic Eltergy Agency

    In meeting the future rapid growth in demand for electyical

energy, nuclear powe]r and fossil fuel plants wM play cornplemen-

tary as well as competitive roles. One aim of both industries

should be to keep harm to the environment as low as ls reasonably

practicable.

    There are environmental and public health problems associat-

ed witk nuclea℃ power, particularly radioac£ivity and w&ste heat.

Even tkough their impacts at the present time are negllgible, the

very Iarge growth in nuclear powe]r pirogrammes will reqvtire th&t

continuing attention be glven to these problems during the expansion

period over the next seve℃al decades.

    The Agency has a statutory responsibility £or assuring that

nucleair power caR be developed safely. Since its inception it

has devoted much time and effoirt to matters related to the environ-

ment and public health. The activities of the Agency in this re-

gard, aiready widespi7ead, are expected to increase with the de-

velopment of nucleax' power.

    Advanced reactor systems, and the posslble future use of the

fusion reaction fo"r the gelteratlon of electrical powey will receive

the close attention of thQ Agency in carrying out its statutory re-

sponsibllities. In this respect the Agency has every confidence

that nuclear power can be developed without undue harm to the

environment and to the grQater benefit of mankind.
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原子力発電開発の環境への影響

I　A　E　A

副事務総長 Y．F．Chernilin

　電気エネルギーの今後の急速な需要増大を賄うために、原子力発電所と化石燃料発電所は競争的

役割とともに相互補完的役割を演じるだろう。この両発電所は、環境への影響を、合理的に実施し

うる限りできるだけ低くしなければならない、という一つの目的を持っている。

　原子力発電については、環境と公衆保健の問題、とくに放射能と排熱の問題がある。現時点で、

その影響が無視しうる程のものであっても、原子力発電計画の大きな伸長にあたっては、今後数十

年にわたり、これらの闘題に常に関心を払うことが必要である。

　IAEAは原子力発電が安全に開発されることを確認するための法制上の責務を持っている。

IAEAは創設以来、多くの時聞と努力を環境と公衆保健の問題にささげてきた。この問題に関す

るIAEAの活動は既に広範なものとなっているが、原子力発電の進展とともに増強していくもの

と考えられる。

　新型炉、および将来発電用として可能な核融合反応の利用は、IAEAがその法制的責務を遂行

するにあたって注目の的となるだろう。この点について、IAEAぱ、原子力発電が環境に不当な

影響を与えることなく、人類に多大の恩恵をもたらすことを確信している。
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